
1 

 

 

 

「農薬から農業と環境を考える」シリーズ・シンポジウム第一回を開催 

 

 農都地域部会は、「農薬から農業と環境を考える」シリーズ・シンポジウムの

第一回を、3月 1日に港区神明いきいきプラザ会議室において開催した。出席者

数は 36名であった。 

シンポジウムでは、埼玉県農林総合研究センター病害虫防除技術室長の近達

也氏から、「農薬使用の現状と世界的な潮流」とするテーマで講演をいただき、

『ミツバチ大量死は警告する』の著者であるジャーナリストの岡田幹治氏から

のコメントも含め、農薬をめぐるさまざまな視点から幅広い意見交換を行った。 

 

＜近室長の講演の要旨＞ 

① 世界ではローマ帝国時代、日本では徳川幕府が開かれたころから農薬の歴

史が始まっている。 

② 殺虫剤についての 20 世紀以降変遷は、有機塩素系殺虫剤から、ピレスロ

イド系殺虫剤、カーバメイト系殺虫剤、有機リン系殺虫剤、ネオニコチノ

イド系殺虫剤に至っている。 

③ 植物の病害発生の原因となる病原微生物のうち、ウイルス、ファイトプラ

ズマは昆虫が媒介し、野菜が全滅するような病害も珍しくない。害虫によ

る被害は、幼虫や成虫による直接的な加害もあるが、ウイルス等の媒介に

よる加害はより重大である。 

④ 農薬を使用しない場合の収穫減少については、農薬供給側の日植防の調査

であるが、水稲 24％、リンゴ 97％、もも 70％、キャベツ 67％等の数字

が示されている。無農薬の栽培もあるが、一般的には、農薬なしでの栽培

が困難な作物も多い。 

⑤ 日本の農薬使用量は、殺虫剤が最も多く、ついで殺菌剤、除草剤の順とな

っているが、総使用量、単位面積当たり使用量とも減少傾向にある。 

⑥ 農薬の人体への影響については、殺虫剤には各種の神経系阻害剤があり、

人体への悪影響は否定できない。ＥＵで禁止措置がとられたネオニコチノ

イド系農薬もこれらの一つである。 

⑦ 日本における殺虫剤の出荷量は、有機リン系が最も多く、カーバメイト系

とネオニコチノイド系がそれに続いている。 

⑧ 農薬は登録制度となっており、開発には 10 年以上、数十億円がかかると

されており、農薬の禁止には、農薬メーカーは神経をとがらすことになる。

また、使用については、共同販売の場合だと一人が違反してもロット全部
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が販売停止になるため、農家側でも慎重になってきた。 

⑨ 殺虫剤は、使用を継続するうちにいずれ効果がなくなってくる農薬抵抗性

の問題を抱えている。これは、皮膚浸透性の低下、解毒分解酵素活性の増

大、標的部位の感受性の低下などによるが、ミナミアザミウマのネオニコ

チノイド系についての農薬抵抗性を調べたところ、多くの殺虫剤で効果が

低下していることがわかった。 

⑩ 近年では、総合的病害虫管理（ＩＰＭ）の考え方を志向しており、天敵を

利用する生物的防除法、連作の回避や抵抗性品種などの耕種的防除法、紫

外線利用による誘引や防虫ネットによる侵入防止などの物理的防除法な

ど多様な防除法を活用することが求められている。 

 

＜岡田幹治氏のコメントの要旨＞ 

① 農薬にはメリットとデメリットがあるが、デメリットについてコメントし

たい。 

② 農家は残留基準を守っているというが、そもそも残留基準が相当緩く作ら

れている。メーカーによる試験栽培で残留した最大値の約２（1.5～3）倍

を基準にしている。いったん作った基準も、農薬の使い方に変更があると、

その使い方に対応して基準は引き上げられている。 

③ いくつもの農薬を使うのが普通であるにもかかわらず、農薬の影響を単品

で調べており、複合的な影響は調べていない。また、動物実験で毒性を調

べるだけなので、発達障害や脳神経系などの人体への影響はわからない。

無毒性量以下の低用量でも作用を及ぼすホルモンかく乱物質もあり、胎児

や乳幼児など一時期にのみ作用する場合もある。 

④ 環境への影響については、水生動物への影響評価が義務づけられているが、

甘い基準となっており、環境への影響はほとんど考慮されていないといっ

てよい。みつばちについては、急性毒性試験は行われるが、毒性があった

としても禁止するということではなく、使用上の注意書きという扱いであ

る。 

⑤ 農薬を使う以上、抵抗性をもつ害虫の発生は避けられない。ネオニコチノ

イド系も有機リン系等への農薬抵抗性が強まる中で開発された。 

⑥ 広大な農地で 1作物を栽培するモノカルチャー農業は、持続性がなく見直

すべきという見方もある。 

⑦ 食料不足がよく言われるが、地球規模で量的に足りないわけではなく、必

要なところに回っていないという問題である。日本では４割も捨てている。 
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＜質疑・意見交換の要旨＞ 

○ 世界で日本が一番多くの農薬を使っていると聞くが、本当か？また、生物

多様性と言う観点から、減農薬やエコファーマーの取り組みに対する評価は

どうか？ 

 ・ＯＥＣＤ2010 年の発表では、農地面積当たりの農薬使用量は、韓国が１位、

日本が２位、イタリア、オランダがそれに続いており、日本と韓国が突出

している。 

 ・減農薬は、農薬をできるだけ減らしたいという趣旨で取り組まれている。 

農薬を使うと天敵も殺してしまうので、無農薬の方が生物多様性を保障す 

ることになる。 

 ・日本の環境保全型農産物には、①有機農産物 ②特別栽培農産物 ③エコ  

ファーマーの農産物の三つがあり、消費者にはわかりにくい。このうち、

②は地域の慣行農業の半分以下の回数の農薬使用であれば認めており、無

農薬ではない。効果が倍ある農薬を使っても回数が減ればよいことになる。

エコファーマーとは農薬などを 20～30％減らした農家のことだ。 

〇 完全無農薬ということは、現実的には不可能ではないか？無農薬という表 

示で販売されているが問題はないか。 

・有機ＪＡＳの規格は、農薬を厳しく制限しているが、完全に無農薬と言うこ

とではなく、３０成分についてはＯＫとしている。ガイドラインでは、「無

農薬」という表示は禁止している。 

○ なぜ、日本で農薬使用量が多いのか？ 

 ・市場流通の場合、見てくれ重視になっている。これは、消費者の志向と結

びついており、生産者側も農協の共同販売による市場対応とも結びついて

いる。 

 ・韓国も日本も多雨のアジアモンスーン地帯であり、乾燥して草も生えない

ような欧州などとの単純比較はできないのではないか。 

○ ネオニコチノイド系を使用しないとカメムシが大発生するという人もいる

が、カメムシの大発生による農業被害はそんなにあるのか？ 

 ・ピーマンの被害はあるが、とくに大きいということではない。 

○ 日本は食料の４割を捨てているとの発言があったが、どうやって調べた 

のか？ 

・４割を捨てていると発言したのは記憶違いだった。 

農水省の発表（２０１０年度推定）によると、年間に約１７００万トン強 

（食品関連事業者から約６４０万トン、一般家庭から約１０７０万トン）の

食品廃棄物が出ている（これは食用仕向量＝供給量＝約８４００万トンの約

２割に当たる）。 
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食品廃棄物のうち可食部である「食品ロス」は５００～８００万トン（食  

品関連産業が３００～４００万トン、一般家庭が２００～４００万トン）と

推定されている（これは食用仕向量の約１割に当たる）。 

なお、ＦＡＯの報告書（２０１１年）には、世界の食料生産の３分の１に  

当たる１３億トンが年々廃棄されていると書かれている。また共同通信の報

道（２０１２年８月２２日）によれば、米国では流通する食べ物の約４０％

を捨てている。 

○ 使用された農薬は、少しずつ農地などに残留していくものなのか？ 

 ・多くは太陽光で分解されるため、残留しない。 

 ・分解されるまでの期間は、種類による長短がある。ネオニコ系農薬の一つ

であるクロチア二ジンの土壌中の半減期は 1386日と 3年以上にもなる。 

○ 日本では、なぜ有機リン系が今なお一番使用されているのか？ 

 ・ＥＵでは、有機リン系は人体への影響などから厳しく制限されてきたが、

日本では、規制が緩いのが主な理由だ。 

○ 人体に害のないような自然由来の農薬をもっと利用できないか？ 

 ・天敵利用やフェロモン剤、植物由来のアルカイドの利用等も行われており、

もっと振興されるべきである。 

 ・試験場では、農薬以外のさまざまな防除法についても行っており、見るこ

ともできる。 

○ 農薬を使用しなかった場合の減収率は、どうやって調べたものか？ 

 ・同時に多数の試験圃場で行ったものを集計したもの。 

○ 農薬耐性の問題は、人間の病気の耐性菌と同じ問題だが、作物自体が強け

れば防げる場合もあるのではないか。 

・作物自体が品種改良の過程で病気に弱くなっている面がある。有機農業には

作物自体を強く育てるという考え方がある。一方で、遺伝子組み換えによっ

て病気に強い性質を持たそうと言う動きもある。しかし、遺伝子組み換えに

は賛成できない。 

 

 


